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「デジタルパスポート」の衝撃 
― デジタル化社会への原動力となるマイナンバーカード ― 
 

主任研究員 柏村 祐 
 
 

2016年１月にスタートしたマイナンバーカードは、いまだ国民に広く普及したとは

いえない状況にある。その背景には、同カードを運転免許証や保険証の代わりとなる

単なる身分証明書と捉えている人が多く、その機能やメリットに関する理解が不足し

ているということがあるのではないだろうか。 

マイナンバーカードの本来の目的は、身分証明書に留まらず、様々な行政や民間が

提供する各種デジタル情報に安全かつ簡便にアクセスできる電子証明書として活用す

ることにあり、様々な手続きの利便性向上を見込める、いわば「デジタルパスポート」

と言えるものである。本稿では、この「デジタルパスポート」となるマイナンバーカ

ードを取り上げ、その活用の可能性について解説する。 

マイナンバーカードの交付枚数は、2020年10月１日時点で2,600万枚、人口に対する

交付枚数率は20.5％に留まっている（図表１）。 

 

図表１ マイナンバーカードの市区町村別交付枚数等について 

 

資料：総務省「マイナンバーカード交付状況（令和２年10月１日現在)」 

 

マイナンバーカードの普及を後押しするために国は、住民票や戸籍などの各種証明

書をコンビニで取得できる交付サービスの実施やスマートフォンでの利用を拡大して

きたが、普及が進まない理由として、既に健康保険証、運転免許証が広く普及してお

り自己証明することが可能なこと、および個人情報の漏洩に対する不安も加わり、マ

イナンバーカードを取得するメリットが感じられないことが大きいとの指摘がある。 

 

＜電子証明書とカードアプリケーション＞ 

普及が進まないマイナンバーカードを促進する対応策として、デジタル化を政策の
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中核としている国は様々な施策の打ち出しを始めている。 

マイナンバーカードの役割として既に広く知られることは、顔写真がついており身

分を証明できることや、12桁のマイナンバーを提示することで社会保障・税などの手

続きに必要となる添付書類を不要にできることが挙げられる。これらの機能に加えて

マイナンバーカードには「電子証明書」機能が搭載されている。 

電子証明書を利用すれば、オンラインで安全、確実に本人を証明する公的個人認証

サービスを受けられる。例えば、予定されている公的個人認証サービスとして、2021

年３月からマイナンバーカードは健康保険証として利用可能となる。事前にマイナポ

ータルから申込みをしておけば、医療機関や薬局の受付のカードリーダーにかざすだ

けで、健康保険証の替わりとして利用できる。また、菅政権は、健康保険証と同様に

2026年度中にマイナンバーカードと運転免許証との一体化を実現する方針を打ち出し

ており、実現されれば、運転免許証の更新や住所変更などの手続きもオンラインで行

えるようになるだろう。 

行政サービスのみならず、電子証明書は、金融機関、ショッピングサイト、医療機

関などの民間事業者が提供するサービスにログインする際の公的個人認証サービスと

しても利用できる。既に民間事業者における住宅ローンの契約手続きや証券口座開設

等の場面などに公的個人認証サービスの活用は進んでおり、令和２年11月９日時点で

総務大臣が認定している事業者は111社となる。例えば、金融機関等の口座を開設する

際、従来対面による本人確認又は本人確認書類の写しを郵送する必要があり、郵送コ

スト、タイムラグが発生する問題があった。公的個人認証サービスを利用することに

より、オンライン上で本人確認を行うため安価で即時性のあるサービスの利用が可能

となる。  

 現在、公的個人認証サービスを受けるためには、毎回カードをスマホにかざして読

み取る必要があるが、菅政権は、利便性向上に向けた取り組みの一環として、電子証

明書をスマートフォンに搭載することにより、2022年度中にスマートフォン一つでサ

ービスを受けられる方針を打ち出している（図表２）。 

  

図表２ 電子証明書のスマートフォン搭載 

資料：総務省情報流通行政局デジタル企業行動室「検討の方向性」（令和２年11月10日） 
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また、マイナンバーカードには、地方自治体や民間企業が個別に行っている認証や

ログ管理といったサービスの代替を目的とする「カードアプリケーション」機能が搭

載されている。例えば、働く人に向けたサービスとして、職場における入館ゲート、

PC ログイン認証、出退勤管理を行うことや、日常生活に関わるサービスとして、バス

利用、施設利用、電子チケット、図書館カードとして利用できる（図表３）。 

 

図表３ マイナンバーカードの空き領域の活用例 

資料：総務省自治行政局住民制度課「公的個人認証サービスの普及拡大について」（令和２年３月） 

 

カードアプリケーションを動作させるためのソフトウェアは、地方公共団体情報シ

ステム機構（J-LIS）から提供されており、実際に職場の出退勤管理、プリンターのユ

ーザー認証、PC のログイン認証や病院における診察券として利用が開始されている。

これにより、従来サービスに応じて保有する必要があった複数のカードは、マイナン

バーカード１枚に集約できるため個人は管理の煩雑さから解放される。 

 

＜マイナンバーカードの普及への取り組み＞ 

既に番号制度が社会に浸透している諸外国においては、税務、年金、医療、行政サ

ービス全般の公的分野で国民番号が使われている。加えてアメリカ、スウェーデン、

デンマーク、韓国、シンガポールでは民間利用への転用が制限されておらず、番号制

度を活用した利便性の向上が進んでいる。マイナンバーカードが普及していない日本

は、既に番号制度の利活用が進む諸外国から好事例を学び実装していくべきである（図

表４）。 
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図表４ 主要諸国の番号制度 

資料：内閣官房 社会保障改革担当室「マイナンバー社会保障・税番号制度」（2014年２月） 

 

今後、マイナンバーカードが普及することによる利用者の利便性向上にはどのよう

なことが考えられるだろうか。 

例えば、保険証、運転免許証、キャッシュカード、クレジットカード、ポイントカ

ードなどの各種カードは、マイナンバーカード１枚に集約されることにより、個人は

煩雑なカード管理や個別に設定が必要となるパスワード管理から解放される。また、

住所変更や改姓した際に保険証や運転免許証や各種カードそれぞれに対応する必要が

ある変更手続きは、一度情報を更新すれば、それぞれに手続きをする必要がなくなる

ワンスオンリーが実現され、利便性は格段に向上するだろう。 

マイナンバーカードに対しては、情報の取り扱いに関する懸念が以前から指摘され

ているが、既に運転免許証やパスポートの情報は国が管理しており、マイナンバーカ

ードについても適切な管理を行えば、情報の取り扱いに関する懸念は払拭できるので

はないだろうか。 

現在、デジタル改革担当大臣を中心に2021年９月のデジタル庁創設が議論され、行

政サービスの効率化が期待されている。電子証明書やカードアプリケーションという

機能に加え、スマートフォンへの搭載が予定されるマイナンバーカードは、私たちの

生活や社会の利便性を大きく向上させる可能性を秘める「デジタルパスポート」であ

り、官民一体となって取り組むことが今求められているのだ。 

 

（調査研究本部 かしわむら たすく） 


